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1. はじめに

• プレキャスト残置型枠工法は、漁港プレキャスト工法
研究会を組織して調査研究と普及活動を実施

• 漁港プレキャスト工法研究会ホームページ

https://gyokou-pca.jp/

プレキャスト残置型枠工法の情報及び図書類もあり、ダウ
ンロードが出来ます。



① 従来工法

２. 残置型枠工法の概要と普及
２-１ 残置型枠工法の概要



② プレキャストコンクリート製残置型枠工法



東日本大震災復旧工事
・余震（潜水士の作業）
・外郭施設がない中での施工
（耐波浪性）
・資機材供給、調達
・工期の縮減

残置型枠工法
・施工の安全性
・耐波浪性
・資材の供給の不安定
・作業員の不足
・短い工期

③ 残置型枠工法の優位性

・工期及び作業の縮減から若年労働者の
確保、週休2日の確保ができる。

・今後、全国への普及、他公共事業への
適用、各種事業への適用（ストックマネジ
メント、新設）、適用施設の拡大に期待

・設計手法の確立と積算体系の構築が課
題 従来の鋼製型枠

型枠の外から作業が可能
腹付幅を縮小
耐波浪性



残置型枠は製品規格化されており、施工作業が標準化できる

ので、
• 計画的で効率的な高速施工が可能
• 日当り施工量の増加により工期短縮（実績では約30％の短

縮効果を確認）の効果が期待できる。

（1）日当り施工量の増加

④ プレキャストコンクリート製残置型枠工法の効果
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残置型枠は、
・型枠製作のスペースとその作業が不要
・撤去作業が不要(完成構造物の一部）
・型枠組立・解体の足場が不要
・水中足場が必要な場合もある
・合理化が期待できる。

（2）作業工程の合理化

（3）作業安全度の向上

残置型枠の組立（据付）は、
・潜水士が型枠上部の開放空間で作業
・残置型枠の使用により足場作業が無い
ので安全性の向上が期待できる。

本工法本工法 従来工法従来工法

一般に、作業幅は一般に、作業幅は一般に、作業幅は一般に、作業幅は
1.5m1.5m1.5m1.5m以上必要以上必要以上必要以上必要

鋼製型枠鋼製型枠鋼製型枠鋼製型枠

潜水士潜水士潜水士潜水士



9

（4）標準範囲（残置型枠が対応する標準範囲）



• 2015年－2017年－2020年
と伸張している。

• 東北各県が多い
• 遠隔県の九州が多くなって

いる
• 北海道が少ない

（3）残置型枠工法
①施工地域

２. 残置型枠工法の概要と普及
２-２ 残置型枠工法の普及

（1）漁港プレキャスト工法研究会の発足：2013年8月

（2）残置型枠工法の実施において

2015年－2017年－2020年2月



東日本大震災の漁港復旧事業（岩手県、宮城県、福島県）
への支援会社を通じて技術が普及

被災３県の漁港復旧工事に参加した県外会社からのアンケート回答（74社）
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四国や九州などの遠隔地からも
多くの会社が支援している。

技術の普及⇒建設会社を通じて：北海道の特例は後に述べます



漁港の災害復旧事業から、
一般の漁港整備事業
（ストックマネイジメント）

（3）残置型枠工法
②施工事業

③施設

岸壁・物揚場⇒防波堤⇒
多様な構造物へ

内容的には、階段式岸壁、
港外側防波堤、異種材腹
付などがある。



腹付工⇒型枠工⇒独立堤体工
（事例で紹介）

（3）残置型枠工法
④工法

⑤積算設計の変遷

当初設計の増加、しかし、承認設計、
設計変更も多い。
当初設計の適正化



残置型枠工法の積算について

• 承認工事：特定の施工方法で積算された工事を、実際の施工
方法を用いたものに変更承認し、積算自体は変更しない方式

• 設計変更：特定の施工方法で積算した工事を、実施の施工法
に設計変更し、積算も変更する方式

• 当初設計：発注時から実施工法で積算を行い発注

• 2020年で当初設計が増加：実際の施工を反映し、国等の発注
機関が調査統一して定めた積算設計ではない。

• 公共土木工事では、新工法が出現した段階では、承認工事や
設計変更も見受けられる。

• 改正品確法より設計は適正に行わなければならない。

• 適正な積算方式を発注者は定める義務がある。



品確法の改正（令和元年６月）

品質法・建設業法・入契法の概要（新・担い手３法）品質法・建設業法・入契法の概要（新・担い手３法）品質法・建設業法・入契法の概要（新・担い手３法）品質法・建設業法・入契法の概要（新・担い手３法）



運用指針の改正（令和２年１月）



３．残置型枠工法の施工地域拡充と普及実例
３-１ 施工地域の拡充（北海道を事例として）

2020年2月1件⇒2021年3月8件

• 図－２の都道府県別発注件数では、東北各県にも近く、かつ多くの漁港建設
業者が漁港復旧工事の支援を行った北海道での実施件数が少ない

• 公共土木事業における新しい施工技術の拡充普及

• 北海道の認識
• 機能保全工事（ストックマネイジメント）
• 小規模工事
• 歩掛にない作業、積算に反映されない作業
• 標準設計と積算設計の乖離
• 省力・安全な工事

プレキャスト残置型枠工法の実施

• 建設業者の実感
• 優位性

• 安全性
• 作業の省力化
• 工期の短縮等

• 課題
• 適正な積算
• 施工経験の不足
• ベースコンクリート
• 妻枠取り



一般事業での導入

護岸・防波堤と外郭施設が
多い

当初設計：あるべき姿

ただし、現場とあった当初
設計とすべき

①施工事業

②施設

③積算



３-２ 残置型枠工法を用いた堤体工実施事例

• 長崎県小値賀漁港での岸壁の堤体工
事

• 離島の工事

• プレキャスト

• 安全性の確保

• 作業員の縮減（潜水士）

• 受注者が、東日本大震災の漁港復
旧工事の経験

• 施工提案

• 函体を残置型枠で施工

画期的な効果



函体の据付

函体工事完成

コンクリ―トの打設



令和２年度全建賞の受賞

月刊建設 2020年8月号

キーワード 離島、残置型枠ブロック、施工日数の縮減、配置人員の削減

全建賞審査委員会の評価ポイント

大規模地震発生時において緊急物資等の受け入れや救援・復旧拠点とし
て利用可能な耐震強化岸壁の整備。離島での資材・人材の不足などの課題
を踏まえ、作業人工の削減及び工期の短縮が期待できる「函体用プレキャス
ト型枠による残置型枠工法」を用いたことで、効率的な岸壁提体を整備した点
が評価された。



４．（おわりに）

• 設計と積算の標準化

• 発注者への要望

• 工程上必要な幅⇒構造設計上必要な幅

• 回り道：比較工法（鋼製型枠）の適正な積算

• 細部工事の経験

• 標準的な工程：（作業員、潜水士、作業船等機材、生コ
ン打設）

• ベースコンクリート、褄取り

• 設置ガイド（耐波浪性の発揮）


